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１．はじめに 
災害対応において、各機関が把握した情報を統合し、

被災状況や対応状況の全体像の共有が重要であること

は論をまたない。防災科学技術研究所（防災科研）では、

2014 年度から、内閣府・戦略的イノベーション創造プロ

グラム（SIP）において、各機関が保有する災害情報シス

テムを連接し、各機関の把握した情報を統合管理するた

めのプラットフォームとして、SIP4D（基盤的防災情報流

通ネットワーク）の研究開発を行ってきた。2024 年 1 月

現在、半数を超える都道府県の防災情報システムが連接

され、一定の成果をあげている。しかしながら、実動機

関（消防、警察、自衛隊等）に関しては、平常時におい

て、それぞれ専門的な業務を担っているため、各機関の

業務に特化した仕様となっており、簡単にSIP4D に連接

できないという課題がある。 
本稿では、令和６年能登半島地震の災害対応において、

実動機関が把握した情報を、防災科研が提供したシステ

ムを介して、SIP4D で統合管理した事例を示すことで、

実動機関の情報を集約することの有効性を示す。 

２．これまでの実動機関からの情報共有 
SIP4D を基盤とした情報共有が進む一方で、実動機関

（消防、警察、自衛隊等）との情報共有は、依然として、

印刷物やホワイトボード、電話や FAX に多くを依存し

ている。各実動機関においても、日常的な業務のための

情報システムは存在するが、大規模な災害時に支援に入

った被災地において、他機関と情報共有するための共通

のツールが存在していないのが現状である。 

図1 令和2 年7 月豪雨時の各集落の状況 

図 1 は、令和 2 年 7 月豪雨の対応において、SIP4D を

活用して情報を集約し、作成した各集落の状況を示す地

図である。筆者らも ISUT（災害時情報集約支援チーム）

の一員として、現地に赴き、こうした電子地図を作製し、

災害対応を行う各機関に提供した。現地状況を示す電子

地図は、概ね、以下の手順で作成される。 

① 実動機関による現地状況把握とメモ書き等の作成 
② 上記①を元にした被災自治体による図表を用いた

情報整理 
③ 上記②を元にした電子地図の作成 

こうした作業は、半日程度の時間を要するため、地図

情報の更新に時間がかかるという課題が存在する。つま

り、各実動機関の情報システムがSIP4D に連接されてい

ないため、迅速な情報共有ができない状況にある。 

３．内閣府 SIP 第 3 期における実動機関連携の取組 
第２章に示した実動機関連携の課題を踏まえ、内閣府

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）第 3 期、課

題「スマート防災ネットワークの構築」には、サブ課題

Ｃ「災害実動機関における機関横断の情報共有・活用」

が設定され、2023 年 9 月から筆者の伊勢が研究開発責任

者を務め、実動機関の標準システムの研究開発が進めら

れている。 

４．発災からの対応の概要 
令和 6 年能登半島地震（2024 年 1 月 1 日 16 時 06 分発

災）に対する筆者らの災害対応の概要を表 1 に示す。 

図1 令和2 年7 月豪雨時の各集落の状況 
時刻 主な行動 

1 日16:06 発災と同時に現地派遣準備 
17:15 筆者（伊勢）、合同庁舎8 号館（内閣府）到着 
20:55 筆者ら（伊勢、工藤）、内閣府 ISUT（災害時情

報集約支援チーム）として馳知事らと共に陸上
自衛隊のヘリで、防衛省（市ヶ谷）から陸上自
衛隊金沢駐屯地へ移動 

23:25 石川県庁到着 
2 日05:30 実動機関の情報集約に着手 
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４．県の道路情報と実動機関の走行履歴の重畳 
令和 6 年能登半島地震の初動期において、半島という

地理的制約もあり、進入ルートの状況把握が大きな課題

となった。そこで、実動機関（消防、警察、自衛隊）が

それぞれ把握している道路状況（各機関の走行履歴）を

１つの紙地図に集約し、それを防災科研が電子地図とし

て統合管理することになった（写真 1）。 

 
写真1 実動機関の情報集約の様子（2 日08:30 頃 石川県庁） 

 さらに、1 月 3 日からは、自衛隊の走行履歴について

は、防災科研が提供するシステムに、自衛官が直接入力

して頂くことにより、SIP4D に自動的に反映されること

になった。 
 このようにして生成された道路状況図を図 2 に示す。 
 太線（右の図）は、石川県により、一般車両が走行で

きるアクセス道路して HP 上で公開された路線を示す。

細線（中央の図）は、実動機関の車両の走行履歴を示し

ている。一般的に、実動機関の車両は、一般車よりも走

破性が高いため、実動機関の走行履歴がある路線を一般

車が走行できるとは限らないが、以下の２点において、

極めて有効な情報であると考えられる。 

①孤立地域の抽出 

 「孤立」の定義に留意する必要があるが、実動機関も

到達できていない地区を速やかに共有し、各機関の認識

を統一することは、初動対応において極めて重要な要素

である。 
②優先的に啓開すべきリンクの目安 

 道路ネットワークを回復する上で、各リンクの損傷度

合いを把握することは非常に重要である。実動機関の車

両は一般車よりも走破性が高いため、実動機関の走行履

歴が、一般車にとって走行可能な道路であるとは限らな

いが、少なくとも、実動機関が通れる程度には損傷が限

定的であることが伺える。つまり、啓開の優先順を考え

る上で、有効な資料として活用可能である。 
 
５．まとめ 
 本稿に示したように、実際の災害対応において、消防、

警察、自衛隊等の実動機関の把握した情報を円滑かつ迅

速に共有することの有効性を示すことができた。今後も、

本稿に示した実績を踏まえ、実動機関が自律的に情報を

共有、利活用するための仕組づくりに尽力をしたい。特

に被害状況や集落の孤立状況について、被災した基礎自

治体が単特で状況を把握し、関係機関に共有することは

困難であり、こうした課題を克服するための一つの方向

性として、実動機関によって把握された情報の共有手法

について研究開発を進めたい。 
 最後になりましたが、令和 6 年能登半島地震で被災さ

れた皆様に、心から哀悼の意を表します。 
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図2 道路状況の重畳の図（2024 年1 月7 日21 時00 分現在） 
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	１．はじめに
	災害発生後、被災環境の中で生活する住民に対して医療サービスの継続が求められる。また、孤立した地域への医薬品の搬送における対応業務を災害発生前に地域全体で考えておくことは重要である。東日本大震災の医療対応に関する調査では、災害発生後、長期的に慢性疾患患者に対する医療ニーズが高かったことが報告されている1)。2024年1月1日に発生した令和6年能登半島地震においては、発災から約1週間後にドローンでの孤立集落への医薬品搬送が行われる2)など、近年ではドローンを用いた支援物資の搬送が行われるようになって...
	２．実証訓練の内容
	（１）調査対象地域
	（２）医薬品搬送の実証訓練の概要
	（３）ヒアリング調査の概要

	３．訓練の結果
	（１）医薬品搬送訓練時の状況における課題
	表1より、物資を受け取る受援側の運営の課題が指摘される[1][2]。ドローンから医薬品を受け取る際は、訓練時には役場の職員の補助が必要であった。医薬品受け取りの際に役場の職員の補助がなかった場合には、ドローンから医薬品を取り出すことにより時間を要したと考えられる。情報伝達については、応援側と受援側での意思疎通に課題がみられた[3]。応援側では、ドローンの離陸直前に技術的課題が示され、ドローン離陸の遅延に繋がった[4]。
	（２）ヒアリング調査に基づく課題の抽出
	a）技術面での対応課題

	ドローンの操縦者の選定については、緊急時に対応することができる平常時からドローン操縦を行なっている職員である必要性が示された。
	b）マネジメントに関する対応課題

	情報伝達では相手側の状況を把握できないことが課題であると認識していることが把握される。医薬品の搬送については、医薬品の調達から、受け渡しにおける業務については対応業務として策定されていないことが示された。また、調査時点では、災害時要配慮者について、個別の常備薬の把握は行われていなかった。

	４．実証訓練に基づく検証
	地域の危険性特性、ドローンを利用した医薬品搬送の実証訓練の結果を踏まえて、ドローンを利用した医薬品搬送計画の策定時に考慮する事項の検討結果を述べる。作成したドローンを利用した医薬品搬送計画のあり方（案）を表2に示す。ドローンを利用した医薬品搬送計画のあり方は、災害発生後の混乱した環境の中でも迅速に医薬品を搬送することができるための検討事項を示すことをねらいとしている。
	ドローンを利用した医薬品搬送計画は10項目から成り立っている。[1]は、ドローンの法的制限と空間の物的制限から、事前に搬送ルートを策定することを示している。[2][3]については、ドローンでの搬送場所を事前から決めておくことで、ドローンポートの整備を行えることや、情報伝達での混乱を避けることができるようにすることを述べている。
	[4]は、地区の運営として特定の住民に関わらず情報を伝達することができる組織を構築することが求められることを示している。訓練で抽出された課題より、訓練1・訓練2ともに、アンサーバックでの連絡を担当した住民はアンサーバックを本訓練で初めて使用したと述べている。災害発生後、迅速に対応するためにアンサーバックでの連絡の訓練が求められる。
	[5]では、医薬品ついての対応業務を述べている。医薬
	品は他の物資とは異なり、搬送に被災地からの要請が必要であることから、具体的な要請方法を事前に策定し、的確に情報を伝達する必要がある。ドローンからの医薬品受け取り後についても、必要としている住民に正しく医薬品が提供されるためルールを策定する必要がある。また、可能な限り事前から住民が使用している医薬品の情報を役場と共有することも、災害発生後、迅速かつ正確に医薬品を搬送するために求められる[6]。
	[7][8][9]は、情報伝達について述べている。事前からドローンの離陸、物資の受け取りの合図を決めておくことで、応援側と受援側の情報伝達を正確に行うことができる。また、連続的な情報伝達が行えない中で、トラブルが発生した場合の対応を事前に策定し、共有しておくことが求められる[10]。

	５．おわりに
	本研究では、ドローンを利用した医薬品搬送計画のあり方を示した。医薬品搬送計画については、ドローンでの医薬品搬送訓練の実践的検証の結果をもとにして検討した。
	災害発生後、孤立した集落に対しての継続的な医療支援を行うためには、災害発生前に対応業務を検討することが重要である。また、災害発生後の混乱した環境の中で迅速に医薬品の搬送を行うことができる仕組みを構築することが求められる。本論で示した内容は、ドローンを利用した医薬品搬送計画の策定時に考慮する事項であるが、他の災害時孤立可能性集落に対しても通じる部分はあると考えられる。
	本研究で示した訓練においては、一般医薬品の搬送を想定したとともに、シナリオに沿って行われた。そのため、医薬品の要請から医薬品を必要としている住民への提供の一連の流れを訓練することが求められる。
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